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	█要約

M&A を活用しながら「中小企業支援プラットフォーム」を通じて 
中小企業の「稼ぐ力」を結集し、地域の活性化と地域創生に貢献

メイホーホールディングス <7369> は、建設関連サービス事業を主軸に、人材関連サービス事業、建設事業、

介護事業など地域のインフラや暮らしを支える事業を展開している。M&Aを活用しながら地域を支える中小企

業を結ぶ全国ネットワークを築き、企業の経営効率化・人材・業務連携を支援する「中小企業支援プラットフォー

ム」を通じて、中小企業の「稼ぐ力」を結集し、地域の活性化と地域創生に貢献している。2022 年 7 月 1日

時点のグループ企業数は 17社（同社含む）だが、中小企業との連携を強化することで長期的に「グループ企業

300 社」を目指している。

同社はM&Aを成長戦略の柱としている。成長可能性がある後継者不在企業を対象とし、地域の中小企業の成長

を支えるサポーターとして「パートナー型」経営を行うことを基本方針とする。グループ理念への共感を起点と

し、各地域のグループ企業の収益力が向上することで、グループ全体の収益を拡大し、持続的な成長を実現して

いく戦略だ。

1. 2022 年 6 月期の業績概要

2022 年 6月期の連結業績※は、売上高が前期比 15.9%増の 6,112 百万円、営業利益が同 10.7%減の 342 百万

円、経常利益が同 1.5%減の 396 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が同 5.5%減の 224 百万円となった。

各セグメントを取り巻く事業環境が堅調に推移したことに加えて、新規グループ加入企業等の増収が寄与した結

果、売上高及び売上総利益は過去最高を更新した。利益面ではM&Aに伴う一時費用等の影響により減益となっ

たものの、長期的な目標である売上高 1,000 億円、グループ企業 300 社に向けて順調に進捗していると弊社で

は見ている。セグメント別については、建設関連サービス事業、人材関連サービス事業、介護事業で過去最高売

上高を更新したほか、大型工事の完工等が寄与し、人材関連サービス事業及び建設事業で過去最高利益を更新し

た。

※	2022 年 6月期より「収益認識に関する会計基準」等を適用しているが、業績への影響は軽微であることから、前期
比は当該会計基準適用前の数値との比較となっている。

2. 2023 年 6 月期の業績見通し

2023 年 6月期の連結業績は、売上高で前期比 14.5%増の 7,000 百万円、営業利益で同 7.9%増の 370 百万円、

経常利益で同 4.2% 減の 380 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益で同 6.3% 減の 210 百万円の見通し。

売上高については、前期及び期首にグループ加入した企業（計 3社）の業績が通期で寄与すること等から増収

の予想となっている。一方、営業利益については、建設事業の微減益を除き増益を見込んでいるものの、期首に

グループ加入した企業のM&Aに伴う一時費用の影響を含んでいるほか、全社費用として人材採用等、本社機能

の強化に伴う費用増を見込んでいることから、減益予想となっている。なお、新規M&Aの実施が確実と見込ま

れた場合は、随時業績予想の見直しを実施する予定だ。

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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3. 中長期の成長戦略

同社は、長期的な目標として売上高 1,000 億円、営業利益 50億円、グループ企業 300 社を掲げており、1,000

億円企業へ向けて成長のプラットフォームを整えている。具体的な方針としては、「売上高 100 億円体制の早期

実現に向けたM&Aの推進」「地域の就職先・会社譲受先候補企業としてのグループ認知度の向上」「グループフィ

ロソフィの実践による経営者・従業員の意識改革」「コーポレートガバナンスの強化」を掲げ、これらを推進す

ることで業績の拡大と企業価値の向上を実現していく。

Key Points

・M&Aを活用しながら「中小企業支援プラットフォーム」を通じて中小企業の「稼ぐ力」を結集し、
地域の活性化と地域創生に貢献

・建設関連サービス事業を主軸に、人材関連サービス事業、建設事業、介護事業など地域のインフ
ラや暮らしを支える事業を展開

・2022 年 6月期は売上高及び売上総利益が過去最高を更新
・2023 年 6月期も各事業は好調に推移するも、人材採用等の先行投資が一時的な減益要因に
・グループ企業 300 社、1,000 億円企業へ向けて成長のプラットフォームを整える

4,691
5,233 5,274

6,112
7,000

262

322

402 396 380

0

120

240

360

480

0

2,000

4,000

6,000

8,000

19/6期 20/6期 21/6期 22/6期 23/6期（予）

（百万円）（百万円）

業業績績推推移移

売上高（左軸） 経常利益（右軸）

注：22/6 期より「収益認識に関する会計基準」等を適用
出所：決算短信、有価証券報告書よりフィスコ作成
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	█会社概要

M&A を活用しながら「中小企業支援プラットフォーム」を通じて 
中小企業の「稼ぐ力」を結集し、地域の活性化と地域創生に貢献

1. 会社概要

同社は、建設関連サービス事業を主軸に、人材関連サービス事業、建設事業、介護事業など地域のインフラや暮

らしを支える事業を展開している。「私たちメイホーグループは グループに集う仲間と共に 地域社会を支える企

業が培ってきた技術や信用を互いに認め 補完しあい 共に成長することで 永続的発展的な企業を創り 全従業員

のしあわせを追求します。同時に 地域の文化伝統を重んじ 企業価値の向上、雇用の創出を通じて 地域社会の発

展に貢献します」というグループミッションの下、地域創生を行っている。具体的には、M&Aを活用しながら

地域を支える中小企業を結ぶ全国ネットワークを築き、企業の経営効率化・人材・業務連携を支援する「中小企

業支援プラットフォーム」を通じて、中小企業の「稼ぐ力」を結集し、地域の活性化と地域創生に貢献している。

2022年7月1日時点のグループ企業数は17社（同社含む）だが、中小企業との連携を強化することで長期的に「グ

ループ企業 300 社」を目指している。

沿革

年月 概要

1981年  7月 ( 有 ) メイホーエンジニアリング設立。土木測量設計業務、施工管理業務を開始

1990年11月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングに改組

2015年  4月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )ソイルテクノス（建設事業）の全株式を取得

2015年  6月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが国土コンサルタント (株 )（建設関連サービス事業）の全株式を取得

2015年12月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )スタッフアドバンス（人材関連サービス事業）の全株式を取得

2016年  6月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )オースギ（建設関連サービス事業）の全株式を取得
(株 )メイホーエンジニアリングが (株 )アルトの全株式を取得し、介護事業を開始

2016年  8月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが新和工業 (株 )（人材関連サービス事業）の全株式を取得

2017年  2月 株式移転により (株 )メイホーホールディングスを設立し、持株会社制へ移行
(株 )メイホーエンジニアリングが (株 )メイホーアティーボ及び (株 )メイホーエクステックを設立

2017年  6月 ( 株 ) メイホーエクステックが (株 )愛木（建設事業）の全株式を取得
(株 )メイホーエクステックが (株 )東組（建設事業）の全株式を取得
(株 )メイホーアティーボが第一防災 (株 )（人材関連サービス事業）の全株式を取得

2017年12月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )エイコー技術コンサルタント（建設関連サービス事業）の全株式を取得

2018年  4月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )地域コンサルタント（建設関連サービス事業）の全株式を取得

2018年  9月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )エスジー技術コンサルタント（建設関連サービス事業）の全株式を取得

2021年  6月 東証マザーズ及び名証セントレックスに株式を上場

2021年10月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )ノース技研（建設関連サービス事業）の全株式を取得
(株 )メイホーエクステックが (株 )有坂建設（建設事業）の全株式を取得

2022年  1月 ( 株 ) アルトがリハビリデイ　えみふる（介護事業）の事業譲受

2022年  4月 東証及び名証市場区分再編に伴い、東証グロース市場・名証ネクスト市場へ移行

2022年  7月 ( 株 ) メイホーエンジニアリングが (株 )安芸建設コンサルタント（建設関連サービス事業）の全株式を取得

出所：有価証券報告書、会社リリースよりフィスコ作成

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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会社概要

2. 事業内容

同社は建設関連サービス事業、人材関連サービス事業、建設事業、介護事業を展開しており、2022 年 6月期の

事業別売上構成比は、建設関連サービス事業が 49.7%、建設事業が 21.0%、人材関連サービス事業が 19.0%、

介護事業が 10.6%であった。

49.7%

21.0%

19.0%

10.6%

事事業業別別売売上上構構成成比比（（22002222年年66月月期期））

建設関連サービス事業

建設事業

人材関連サービス事業

介護事業

出所：決算短信よりフィスコ作成

事業セグメント別の事業内容とグループ企業

事業セグメント 事業内容 グループ企業

建設関連サービス事業 公共事業における各種調査・計画・設計・施工管理 (株 )メイホーエンジニアリング
(株 )オースギ
(株 )エイコー技術コンサルタント
(株 )地域コンサルタント
(株 )エスジー技術コンサルタント
(株 )ノース技研
(株 )安芸建設コンサルタント

人材関連サービス事業 建設技術者・製造業派遣、警備・技能実習生送出し (株 )メイホーアティーボ
(株 )スタッフアドバンス
第一防災 (株 )
MEIHO APHIVAT CO.,LTD.

建設事業 公共及び民間における建設工事・維持管理 (株 )メイホーエクステック
(株 )東組
(株 )愛木
(株 )有坂建設

介護事業 在宅生活の継続支援 (株 )アルト

注：2022 年 7月 1日時点
出所：決算説明会資料よりフィスコ作成

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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会社概要

具体的な事業内容は以下のとおりである。

(1) 建設関連サービス事業
国及び地方公共団体を主な顧客として、道路や河川、橋梁などの公共工事における「建設コンサルタント業務」

を行っている。新設、改良、災害復旧時における設計業務、GPS/ ドローンを使用した測量業務など、高度な

技術と豊富な業務実績に基づくナレッジを活用するとともに、発注者の技術パートナーとして施工管理業務を

支援している。また、法令・法律等の専門知識をもつ資格者が、公共事業を進めるための土地の買収、建物の

移転に伴い生じる損失の調査や算定を行う「補償業務」や、交通量の各種調査を行う「調査業務」も展開して

いる。事業エリアは岐阜県、愛知県を中心とした東海地方のほか、北海道、滋賀県、福井県、広島県、佐賀県

など、年々拡大している。同社は高い技術力と豊富な実務実績を有しており、国、県、市町村、民間から、バ

ランス良く安定した受注を獲得している。

国

17.3%

県

41.4%

市町村

20.3%

その他（民間）

20.9%

受受注注金金額額構構成成比比（（22002211年年66月月期期））

注：ノース技研（2021年 10月に株式取得）及び安芸建設コンサルタント（2022年 7月に株式取得）は含まない
出所：「事業計画及び成長可能性に関する事項」よりフィスコ作成

(2) 人材関連サービス事業
建設技術者や製造業スタッフ等の人材サービスと海外でのアウトソーシングサービス、警備事業等を行ってい

る。大手ゼネコンへの建設技術者派遣や製造業者へのスタッフ派遣などの「人材派遣」、工場や学校の施設警備・

交通誘導・雑踏警備を受託する「警備業」、カンボジアで建築用CAD図面作成や測量・GIS 空間データ等の

処理を行う「アウトソーシングサービス」、日本語研修プログラムのアレンジやカンボジア人技能実習生の送

り出し、外国人高度人材の紹介を行う「グローバル人材教育」などを展開している。

2021 年 6月期の業種別売上構成比は、建設業向け派遣業が 58.8%、製造業向け派遣業が 22.3%、警備業が

12.0%、その他が 6.9% であった。このうち、建設業向け派遣業の売上上位 10 社はすべて大手ゼネコンで、

10社のうち 9社が継続受注先であることから、同社業績の安定につながっている。

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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58.8%22.3%

12.0%

6.9%

業業種種別別売売上上構構成成比比（（22002211年年66月月期期））

建設向け派遣業

製造業向け派遣業

警備業

その他

出所：「事業計画及び成長可能性に関する事項」よりフィスコ作成

(3) 建設事業
総合建設業として道路や橋梁施設の新設工事、現在使用中の道路の維持・修繕工事を元請けとして行っている。

また、地球環境の保全を行う緑化及び法面工事等も行っている。中部エリアを中心に国・地方公共団体・緑化

の意向のある企業を主要な顧客として、継続的な受注を獲得している。

専門性の高い内容でも期待に応える運営能力や技術力を強みとし、国土交通省発注の工事を 45年以上継続的

に受注している。道路維持修繕は 24時間 365 日の対応が求められるが、運営可能な体制を構築することで顧

客の要望に応えている。また、グループのネットワーク力を活用し、技術実習生としてカンボジア人材を受け

入れ、土木工事の知識やノウハウを提供している。

(4) 介護事業
通所介護（デイサービス）、認知症対応型通所介護（認知症専用デイサービス）、居宅介護支援事業所（ケアマ

ネ事業所）を運営している。主なサービスは、デイサービス（送迎、入浴、食事、機能訓練等）、居宅支援（ケ

アプランの作成）で、岐阜市内に 4ヶ所、愛知県常滑市に 2ヶ所の事業所を持つ。同一エリアに複数の店舗

展開をする地域密着型運営により、近隣で人材を融通しあうことが可能となるなど、経営の効率化を推進して

いる。また、利用者の満足度向上のため、ニーズに合わせて利用時間やリハビリの内容、食事の内容などを柔

軟に選択できるようにしている。

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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3. M&A 戦略

同社はM&Aを成長戦略の柱としている。地域の中小企業の成長を支えるサポーターとして「パートナー型」経

営を行うことを基本方針とし、同社グループの強化と地域企業の存続を目指す。対象とする企業は成長可能性が

ある後継者不在企業であるが、グループ理念への共感を重視しており、志を同じくする地域企業のグループ構築

を推進している。また、対象企業の特徴としては、「特定の地域で実業を営んでいる（ブランド力）」「許認可企業（参

入障壁）」「公共関連事業の元請企業（顧客基盤）」「従業員・技術的リソースを持つ（経営資源）」「健全な経営を行っ

ている（安定収益）」の 5つを挙げており、この 5つの特徴をもち、成長可能性がある後継者不在企業を優先的

にM&Aしている。グループ理念への共感を起点とし、各地域のグループ企業の収益力が向上することで、グルー

プ全体の収益を拡大し、持続的な成長を実現していく戦略だ。

成長サイクル

出所：決算説明会資料より掲載

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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グループ企業が連携することによりシナジーが発揮され、さらなる競争力強化につながっている。一例を挙げる

と、ノウハウの共有による「営業品目の多様化」や「技術力シナジー」、対応可能エリアが広がる「幅広い営業

エリア」、人材の融通とノウハウの共有による「人材マッチング」がある。

グループ企業連携の効果

営業品目の多様化 2020 年 4月、エイコー技術コンサルタントが発注者支援業務を初受注した

技術力シナジー
東組が受注した橋脚建設工事の施工上の問題についてメイホーエンジニアリング技術部
長が建設コンサルタントの立場より技術的アドバイスを行った

幅広い営業エリア
豪雨災害時において、メイホーエンジニアリングが受注した岐阜県の災害復旧業務を
オースギ、エイコー技術コンサルタント、地域コンサルタントで協働し業務を実施した

人材マッチング
メイホーアティーボより 3名の技術者がメイホーエンジニアリングへ派遣されている

外国人技能実習生の送り出し機関であるMeiho Aphivat よりカンボジア人 3人を、東
組が受け入れ、土木工事の知識やノウハウを伝えている

出所：「事業計画及び成長可能性に関する事項」よりフィスコ作成

	█業績動向

2022 年 6 月期業績は M&A に伴う一時費用等の影響により 
減益となるも、売上高及び売上総利益は過去最高を更新

1. 2022 年 6 月期の業績概要

2022 年 6 月期の連結業績は、売上高が前期比 15.9% 増の 6,112 百万円、営業利益が同 10.7% 減の 342 百万

円、経常利益が同 1.5%減の 396 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が同 5.5%減の 224 百万円となった。

各セグメントを取り巻く事業環境が堅調に推移したことに加えて、新規グループ加入企業等の増収が寄与した結

果、売上高及び売上総利益は過去最高を更新した。利益面ではM&Aに伴う一時費用等の影響により減益となっ

たものの、長期的な目標である売上高 1,000 億円、グループ企業 300 社に向けて順調に進捗していると弊社で

は見ている。

2022 年 6 月期連結業績概要

（単位：百万円）

21/6 期 22/6 期 増減

実績 対売上比 実績 対売上比 額 率

売上高 5,274 - 6,112 - 838 15.9%

売上原価 3,744 71.0% 4,284 70.1% 539 14.4%

販管費 1,146 21.7% 1,485 24.3% 339 29.6%

営業利益 383 7.3% 342 5.6% -41 -10.7%

経常利益 402 7.6% 396 6.5% -6 -1.5%

親会社株主に帰属する
当期純利益

237 4.5% 224 3.7% -13 -5.5%

出所：決算短信よりフィスコ作成
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業績動向

2. 事業セグメント別動向

売上高については、既述のとおり各セグメントを取り巻く事業環境が堅調に推移したことに加えて、新規グルー

プ加入企業等の増収が寄与した結果、建設関連サービス事業、人材関連サービス事業、介護事業で過去最高を更

新した。利益面では、大型工事の完工等が寄与し、人材関連サービス事業及び建設事業で過去最高を更新した。

なお、建設関連サービス事業及び建設事業については、M&Aに伴う一時費用が利益に影響を与えた。

(1) 建設関連サービス事業
売上高は前期比 15.2%増の 3,038 百万円、営業利益は同 2.3%減の 412 百万円となった。前期まで続いた福

島県の震災復興関連の発注者支援業務が終了したことにより、福井県嶺南地域で発注量が大きく減少した。一

方、他地域での業務量は堅調に推移したほか、災害関連業務や 2021 年 10 月に加わった (株 )ノース技研の

業績も寄与した。利益面では、既存事業はセグメント全体で減益となったことに加えて、M&Aに伴う一時費

用を計上したが、グループ加入企業の効果により小幅の減益にとどまった。

建設関連サービス事業の業績概要

（単位：百万円）

21/6 期 22/6 期 増減率

売上高 2,637 3,038 15.2%

既存企業 2,674 1.4%

新規グループ加入企業 364

売上総利益 831 1,009 21.4%

既存企業 866 4.2%

新規グループ加入企業 143

営業利益 422 412 -2.3%

既存企業 392 -7.0%

新規グループ加入企業 20

営業利益 73

のれん償却額 -23

M&A関連一時費用 -30

注：�グループ加入企業の営業利益は、セグメント営業利益と算定の基準を
合わせるため、全社費用調整後の利益を表示

出所：決算説明会資料よりフィスコ作成
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(2) 人材関連サービス事業
売上高は前期比 8.5%増の 1,161 百万円、営業利益は同 27.4%増の 129 百万円となった。技術者派遣及び製

造業派遣の人材需要が堅調に推移したことに加えて、採用強化により対応可能な業務量が増加し、増収に貢献

した。また、交通誘導警備や海外アウトソーシング事業の業務量が拡大した。

人材関連サービス事業の業績概要

（単位：百万円）

21/6 期 22/6 期 増減率

売上高 1,070 1,161 8.5%

売上総利益 270 310 14.8%

営業利益 102 129 27.4%

注：新規M&Aはないため既存のみの数値となる
出所：決算説明会資料よりフィスコ作成

(3) 建設事業
売上高は前期比 28.7%増の 1,284 百万円、営業利益は同 7.1%増の 162 百万円となった。国土交通省中部地

方整備局紀勢国道事務所より受注した熊野尾鷲道路整備工事（最終受注金額 343 百万円）の完工や新規グルー

プ加入企業の業績が増収に貢献した。2021 年 10 月に加わった (株 ) 有坂建設のM&Aに伴う一時費用を計

上したが、上記大型工事の 3月末契約変更に伴う増額が利益増に寄与した。

建設事業の業績概要

（単位：百万円）

21/6 期 22/6 期 増減率

売上高 998 1,284 28.7%

既存企業 1,056 5.8%

新規グループ加入企業 228

売上総利益 235 317 34.6%

既存企業 283 20.4%

新規グループ加入企業 34

営業利益 151 162 7.1%

既存企業 177 17.5%

新規グループ加入企業 -16

営業利益 7

のれん償却額 0

M&A関連一時費用 -23

注：�グループ加入企業の営業利益は、セグメント営業利益と算定の基準を
合わせるため、全社費用調整後の利益を表示

出所：決算説明会資料よりフィスコ作成
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(4) 介護事業
売上高は前期比 8.6%増の 645 百万円、営業利益は同 8.3%減の 92百万円となった。上期は新型コロナウイ

ルス感染症拡大（以下、コロナ禍）による利用控えの反動や他事業所の休業に伴う利用者受け入れなどにより

稼働率が改善したものの、下期はコロナ禍に伴う同社事業所の休業の影響を受けた。なお、事業所の譲渡によ

り開設した新規事業所の売上は下期から寄与するものの、利益貢献は当面先となる見込みのようだ。

介護事業の業績概要

（単位：百万円）

21/6 期 22/6 期 増減率

売上高 594 645 8.6%

既存企業 618 3.9%

新規グループ加入企業 28

売上総利益 194 193 -0.6%

既存企業 197 1.7%

新規グループ加入企業 -4

営業利益 100 92 -8.3%

既存企業 101 0.9%

新規グループ加入企業 -9

営業利益 -9

のれん償却額 -0

M&A関連一時費用 0

注：�グループ加入企業の営業利益は、セグメント営業利益と算定の基準を
合わせるため、全社費用調整後の利益を表示

出所：決算説明会資料よりフィスコ作成

M&A を成長戦略の柱としながらも自己資本比率は高水準。 
長短の手元流動性も問題なし

3. 財務状況と経営指標

2022 年 6 月期末の資産合計は前期末比 634 百万円増加の 3,712 百万円となった。このうち、流動資産は同

258 百万円増の 2,395 百万円とった。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が 403 百万円、流動資産そ

の他が 26百万円それぞれ増加した一方で、現金及び預金が 135 百万円、仕掛品が 44百万円それぞれ減少した

ことによる。固定資産は同 375 百万円増の 1,317 百万円となった。これは主に、建物及び構築物が 108 百万円、

土地が 149 百万円、有形固定資産のその他が 44百万円、のれんが 61百万円、繰延税金資産が 19百万円それ

ぞれ増加したことによる。

負債合計は前期末比 428 百万円増加の 1,852 百万円となった。このうち、流動負債は同 178 百万円減の 1,098

百万円となった。これは主に、未払費用が77百万円増加した一方で、一年内返済予定の長期借入金が231百万円、

預り金が 24百万円それぞれ減少したことによる。固定負債は同 606 百万円増の 753 百万円となった。これは

主に、長期借入金が 516 百万円、役員退職慰労引当金が 35百万円、退職給付に係る負債が 38百万円それぞれ

増加したことによる。純資産合計は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上により利益剰余金が 224 百万円

増加し、同 205 百万円増加の 1,860 百万円となった。

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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経営指標を見ると、流動比率は 218.0%（前期末は 167.3%）、固定比率は 70.8%（同 56.9%）と健全で、長短

の手元流動性に問題はないと弊社では見ている。一方、自己資本比率は 50.1%（同 53.7%）と前期末から低下

したものの、依然として高い水準である。M&Aを成長戦略の柱としながらも自己資本比率が高水準を維持して

いることから、適切な価格でM&Aを実施していると評価できる。

連結貸借対照表及び経営指標

（単位：百万円）

 21/6 期末 22/6 期末 増減額

流動資産 2,136 2,395 258

現金及び預金 1,028 893 -135

固定資産 941 1,317 375

資産合計 3,078 3,712 634

流動負債 1,276 1,098 -178

固定負債 147 753 606

負債合計 1,424 1,852 428

利益剰余金 865 1,089 224

純資産合計 1,654 1,860 205

（経営指標）

自己資本比率 53.7% 50.1% -3.6pt

流動比率 167.3% 218.0% 50.7pt

固定比率 56.9% 70.8% 13.9pt

出所：決算短信よりフィスコ作成

	█今後の見通し

2023 年 6 月期も各事業は好調に推移するも、 
人材採用等の先行投資が一時的な減益要因に

● 2023 年 6 月期の業績見通し

2023 年 6月期の連結業績は、売上高で前期比 14.5%増の 7,000 百万円、営業利益で同 7.9%増の 370 百万円、

経常利益で同 4.2% 減の 380 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益で同 6.3% 減の 210 百万円の見通し。

売上高については、前期及び期首にグループ加入した企業※の業績が通期で寄与すること等から増収を見込んで

いる。一方、営業利益については、期首にグループ加入した企業のM&Aに伴う一時費用の影響を含んでいる。

なお、新規M&Aの実施が確実と見込まれた場合は、随時業績予想の見直しを実施する予定だ。

※	2022 年 6 月期にグループ加入したノース技研及び有坂建設、2022 年 7月に加入した (株 ) 安芸建設コンサルタン
トが該当する。
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今後の見通し

2023 年 6 月期連結業績予想

（単位：百万円）

22/6 期 23/6 期 増減

実績 対売上比 予想 対売上比 額 率

売上高 6,112 - 7,000 - 887 14.5%

営業利益 342 5.6% 370 5.3% 27 7.9%

経常利益 396 6.5% 380 5.4% -16 -4.2%

親会社株主に帰属する 
当期純利益

224 3.7% 210 3.0% -14 -6.3%

出所：決算短信よりフィスコ作成

事業セグメント別では、建設事業の微減益予想を除き増収増益を見込んでいる。これに対し全社ベースでは減益

予想となっているのは、全社費用として人材採用等、本社機能の強化に伴う費用増を見込んでいることによる。

中長期の成長戦略で掲げる「さらなる拡大に向けた PMI（Post Merger Integration）ノウハウの蓄積」のため、

PMI に精通した人材を確保する予定だ。先行投資による人材育成がM&Aのさらなる加速と業績の拡大に結実

することが期待される。

事業セグメント別見通しは、以下のとおりである。

(1) 建設関連サービス事業
売上高は前期比 18.5% 増の 3,600 百万円、営業利益は同 12.7% 増の 464 百万円の見通し。気候変動に伴う

災害の激甚化・頻発化、インフラの老朽化等への対応により、基本的には堅調な推移を見込んでいる。また、

前期にグループ加入した企業の業績が通期で寄与することから、増収増益を予想している。

(2) 人材関連サービス事業
売上高は前期比 10.5%増の 1,283 百万円、営業利益は同 6.0%増の 137 百万円の見通し。技術者派遣につい

ては、顧客の人材需要と採用応募者の属性にミスマッチがあり、需要はあるものの厳しい採用環境に直面して

いる。製造業派遣については、新規顧客の開拓などにより売上拡大の余地はあると見込んでいる。警備業につ

いては、交通誘導等の需要が底堅くあり、堅調に推移すると見込んでいる。このような事業環境の下、人材採

用に注力するとともに海外アウトソーシングの業務量拡大に取り組むことで、増収増益を予想している。

(3) 建設事業
売上高は前期比7.4%増の1,380百万円、営業利益は同0.7%減の161百万円の見通し。建設関連サービス同様、

気候変動に伴う災害の激甚化・頻発化、インフラの老朽化等への対応により、基本的には堅調な推移を見込ん

でいる。ただし、2022 年 6月期に工期延期された工事等の影響により、追加受注の見通しが立てづらいこと

から、前期並みの計画としている。

(4) 介護事業
売上高は前期比 11.6%増の 720 百万円、営業利益は同 9.5%増の 100 百万円の見通し。ウィズコロナに伴う

意識の変化により、利用者のデイサービス利用のニーズは回復してきていることから、通常運営を続けること

ができれば高い稼働率を維持できると見込んでいる。また、前期にグループ加入した企業の業績が通期で寄与

することから、増収増益を予想している。

https://meihoholdings.co.jp/ir/
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	█中長期の成長戦略

1,000 億円企業へ向けて成長のプラットフォームを整える

同社は、長期的な目標として売上高 1,000 億円、営業利益 50億円、グループ企業 300 社を掲げており、1,000

億円企業へ向けて成長のプラットフォームを整えている。具体的な方針としては、「売上高 100 億円体制の早期

実現に向けたM&Aの推進」「地域の就職先・会社譲受先候補企業としてのグループ認知度の向上」「グループフィ

ロソフィの実践による経営者・従業員の意識改革」「コーポレートガバナンスの強化」を掲げている。

(1) 売上高 100 億円体制の早期実現に向けた M&A の推進
中期的な目標である「売上高 100 億円」体制の早期実現に向け、引き続きM&Aを推進していく。選定に当たっ

てはグループ理念への共感を重視しており、志を同じくする地域企業のグループを構築していく方針だ。また、

M&Aの際には地域密着事業である建設関連サービス事業、建設事業、人材関連サービス事業を中心に、グルー

プ拡大のためのM&Aを実施する。具体的には、現在の 4事業セグメント体制を将来的には 10セグメントほ

どに拡大する予定のようだ。既存セグメント以外の有望市場としては農林水産関連を想定しており、加工など

の付加価値により利益を生みだす仕組みを構築している企業をM&Aの対象として検討していく。

グループ企業（2022 年 7 月時点）

出所：決算説明会資料より掲載

さらなる拡大に向け、PMI ノウハウの蓄積にも注力していく。PMI については、独自のM&Aマニュアルを

ベースに教育・研修を実施し、かつ、基盤業務のデジタル化を推進することで再構築をスピードアップしてい

る。2023 年 6月期には PMI に精通した人材採用の先行投資も実施する予定だ。これにより PMI ノウハウを

さらに蓄積し、M&Aの加速を目指す。
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中長期の成長戦略

(2) 地域の就職先・会社譲受先候補企業としてのグループ認知度の向上
長期的に「グループ企業 300 社」を達成するために同社では、地域の就職先・会社譲受先候補企業としての

グループ認知度を向上させる必要があると考えている。グループ認知度が向上することでオーナー経営者との

相対取引ができ、双方の仲介手数料負担を軽減できるチャネルを確立できると見ている。これにより、同社は

より早く、より多くの地域企業をグループ化できるとしている。一方、地域企業はその立地による制約から人

材確保に課題があり、確保できれば事業拡大の余地がある場合が多い。このため、同社グループ企業に加入す

ることで事業拡大が見込める。

グループ認知度向上に向けての活動としては、グループロゴの刷新やキャッチコピー（「変わる勇気が、未来

を変える。」）の制作をし、関連会社と共有することでさらなる成長を目指している。また、今後は個人向け

IR活動の強化や採用サイトの制作などを予定している。

(3) グループフィロソフィの実践による経営者・従業員の意識改革
同社では、経営者及び従業員の意識改革に継続的に取り組んでいる。一例を挙げると、毎週月曜日に開催して

いる経営者勉強会でグループフィロソフィを共有・強化することで、経営意念とそれに基づく行動指針の理解・

促進をしている。このほか、予算作成や月次決算を実施し月次業績検討会を強化したり、グループ社内報の配

布やグループ経営方針の発表会を継続して行っている。グループフィロソフィの共有や業績の把握、グループ

企業の理解により、グループ全体の業績拡大を目指している。

(4) コーポレートガバナンスの強化
事業リスクに挑む組織風土を醸成するため、2022 年 9月 29 日より執行役員制度を導入し、取締役会の監督

機能を強化する。

	█株主還元策

事業拡大と財務体質の強化のために内部留保を優先するも、 
将来的には配当の実施も期待できる

同社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、必要な内部留保を確保しつつ、安定的

かつ継続的な配当を実施していくことを基本としている。しかし、いまだ内部留保が充実しているとはいえず、

2017 年に純粋持ち株会社として設立されて以来、配当を行っていない。将来的には、内部留保の充実状況及び

事業環境を勘案しながら利益還元を目指していく方針だ。中長期の成長戦略を推進することで業績が拡大すれば、

将来的には配当の実施が期待できると弊社で見ている。
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